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要 約

環 境会 計 の 情報 は いカ’に開 示 さ れ る べきカ’。 本稿 の 目 的 は、 伝 統 的財 務 報 告 書 にお け る環 境 会 計 の情 報

が ど のよ う に 開示 さ れて いる か を 実 証 的に 検 討 する こ と で ある。 財務 会 計 領 域 に おけ る 環境 会 計 情 報 の開

示 は、 伝 統 的 な 財 務 会計 基 準に 定 め ら れ て い る 資産 ・ 負 債 ア プロ ー チ が ら 導 出 さ れて いる。 し た が って、

非 財 務的 環 境 情報 （物 量 的環 境 情 報 な ど） は、 財務 報 告 書に 計 上 する こ と は 不可 能 で あ り、 そ れ ら は環 境

報 告 書 な ど に 開 示 さ れ る。 財 務 会 計 に お け る 環 境 会 計 の 情 報 は、 国 際 的 に は す で に 国 連 貿 易 開 発 会 議

（ＵＮＣＴＡＤ）で そ の 開 示モ デ ル が 公開 さ れ て いる。 そこ で、 実 際の 財 務報 告 書 こ こで は、 製造 業 数 社 と 「㈱

イ ト ーヨ ー 力堂」 に お ける 環 境 会 計 の情 報 開 示 を実 証 検 討 した。 検証 の 結 果、 例 え ば 連結 子 会 社 の 汚染 施

設 復１日に 関 す る 見 積 もり 費 用 は 「繰 延 負 債 及 ぴそ の 他 の 負 債」 や 「そ の 他 の 流動 負 債」 へ 計 上 して いる。

ま た、 ク リ ー ンア ッ プ 費用 の 和 解 契 約締 結 に 関 する 受 領金 額 は 「受取 債 権」 また は 「そ の他 の 資 産」 へ 計

上 して い る こと な ど が分カ’っ た。 今 後の 課 題 と して、 こう した 財務 報 告 書 に お ける 環 境会 計 の 情 報と 企 業

が 独 自 の価 値 観 で 作 成 して いる 環 境 報 告 書と の 関 係 を どう 考 え る べ き かと いう 問 題 が 存在 す る。
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Ｉ． は じ め に

本稿の目的 は、 財務 報告書における 環境 会計の

情報が どのように開示さ れているかを 検証するこ

とである。 ここで財務報告 書とは、 証券取引 法第

２４条第 １項に 基づく 報告 書 「有価 証券報 告書」、

およ び商法計算書類規則によ る貸借対照 表、 損益

計算書な ど、 企業が公に開示す る会計情 報計算 書

類を指す。 環境会計は、 その 定義づけが 明確 には

行われ難いものの、 その属性 による分類 はある程

度可能である。 １つ は貨幣情報を基準に した従来

の伝統 的財務 会計に 沿った 環境会 計情報の 開示、

もう １つは、 非貨 幣情 報、 特に物量情報を基 準に

した環境 会計情 報の 開示で ある。 こ こでは 前者、

す なわち貨幣情報の 環境会計情報の開示 内容 を考

察対 象とする。 以下 では、 まず環境会計の基 本概

念の 整理と して環境会 計の範囲と位置付けを確 認

する。 次に環境コス ト、 環境負 債の会計処理と 開

示 につ いて検討する。 これには、 国際的 ガイ ドラ

イ ンと して 国連貿 易開 発会議 （ＵＮＣＴＡＤ） 報 告

＿ １５ ＿
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や財務会 計基準審 議会 （ＦＡＳＢ） な どの資料 を用

い る。 そ し て、 実 証 例 と し て、 製 造 業 数 社 に お け

る有価証券報告書および米国会計基準を採用して

いる 「㈱イ トーヨー カ堂」 の開示 内容を 「注記」

に沿っ て検証する。 特に同社を個別に選 定した理

由は、 わが国で公表されている有
価証券 報告 書の

中でも極めて詳細な環境会計の情報を開示 してい

る か ら で あ る。

Ｉ． 環 境会計 の範 囲と位 置 づけ

財務報告書に開示する環境会計の資産と負 債の

概念は、 少なく
とも伝統的財務会計基準のフ レー

ム ワーク を起点にすることが必須である。 国際会

計基準 （ＩＡＳ） では、 資産 と負 債につ いて次の よ

う に定 義する。 「資産と は、 過 去の事象 の結果 と

して特定の企業が支配 し、 かつ、 将来の経 済的便

益が当 該 企業 に流入 する と期 待 される 資 源を い

う。」 また、 「負 債とは、 過去の事象か
ら発生 した

特定の企業の現在の義務であり、 こ れを履行 する

ためには経済的便益を有する資源が当該 企業から

流出する と予想さ れるも のをいう。」 この資産 と

負 債の定義を中核に して財務報告書の環境 会計の

概 念 が 形 成 さ れ る こ と に な る’）。 し た が っ て、 こ

図表１． 財務会計領域の環境会計

の伝 統的会計フ レームワーク を中心にそこか ら同

心 円 状に 環境 会 計の情 報 が拡 散さ れる こと に な

る。 中心部から離 れるほ ど非財 務的環境情報 が形

成さ れ、 それらはもはや財務 報告書上には開示不

可 能 な 情 報 へ と 構 築 さ れ て い く２、。

こう した伝統的財務会 計の 概念を中核起点 にし

た環境 会計の情報は、 さ らに次 のよう なコス ト概

念の 区分が可能である。 私的環境 コスト、 潜在 的

環境 コスト、 社会的環境コス ト、 そ して量的環境

情報、 質的環境情報と区分さ れる。 このうち財務

報告 書に開示可能なコス トは、 私 的環境コス トの

みで あり、 他のコス ト及
び情報 は開示不可能であ

る。 理 由 は、 私 的 環 境 コ ス ト は、 「
企 業 が 過 去 ・

現在・ 未来のいずれかの時点にお いて支出するも

の であ り、 費用 （当 期費用・損失、 負 債 繰入 額）

ある いは資産 （資本化さ れた金 額） と して把握さ

れる。」 からで ある
３）
。 潜在 的環境 コス トや 社会

的環境 コス トは、 伝統的財務会 計の概念フ レーム

ワーク から外れたコス トであり、 ま して量的及 び

質 的環境情報は、 財務報告書で はない別の報告 書

（例え ば、 環境報告書） に開示される情 報である。

財務 報告書 における環 境会計 情報 の開示 媒体、

利用 対象者、 そこでの開示目 的等を整理 したも の

が
、
図 表 １

．
で あ る。

領域

財務会計領

域 に お け る

環境会計

開示媒体

財務諸表、 財務報告書

（経済的意思決定を行う

ために有用な情報提供）

利用者

主として

投資家

目的

私的環境コスト （環

境コストと環境負債）

を適切に会計処理し

開 示 す る。

測定対象

私的環境コスト （環

境 コ ス ト お よ び 環 境

負債の会計処理）

測定属性

取 得 原 価、
現在価値な

ど

（出 所 ： 阪智 香 著 『環境 会 計 論』 東京 経 済 情 報出 版、 ５８頁 よ り 作 成。）

皿． 環境 ］ス トと環境 負債の 会計 処理

及び開示

財務 会計領 域で開示 される 環境会計 の情報 は、

その媒体 が財務 報告書であり、 そこで扱 われるコ

ス トとは、 私的環境 コス トすなわち環境 コス トと

環境負債 である。 ここでは更に両者の 認識と会計

処理、 開示 について 検討を進 める。
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先にみ た国際会 計基準 （ＩＡＳ） の資産の 定義か

ら環境 コストヘの認識を考えると、 １つ の問題が

生 じる。 す なわちＩＡＳの資産定 義によ れば、 「資

産とは… （中略） …将来の経済的便益が当該企業

に流入する と期 待される資源」 である が、 環境保

全のための大型 浄化装置な どの支出は、 この 将来

的 経済便 益 が必 ず しも認 め られな いケ ース が あ

り、 その場合資 産としてではなく費用処理さ れて

しまう という問 題である。

この問題を扱う には、 環境コス トの認識時点 が

重要 な視点とさ れる。 そこ でま ず環境コストの認

識 につ いての国際的 ガイ ドライ ンを整理すること

と す る
。
こ こ で は
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Ｅｍｅｒｇ㎞ｇ Ｉｓｓｕｅｓ Ｔａｓｋ Ｆｏｒｃｅ
（ＦＡＳＢ ＥＩＴＦ）７∬〃ｅ ９０－８、

そ し て Ｃａｎａｄｉａｎ Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ ｏｆ Ｃｈａｒｔｅｒｅｄ Ａ ㏄ ｏｕｎｔｉｎｇ

（ＣＩＣ Ａ） Ｅ 〃 か ｏｎｍ ｅ〃 ｏＺ Ｃｏｓｃｓ α〃ａ 〃 ｏわ〃 〃 ｅポ

λ ㏄０ 舳 伽 ８ 伽 ａ ”ｎ伽Ｃ ” Ｒｅρｏ〃加 μＳ舳ｅＳ，
の 概 念

を 比 較 検 討 す る４，。

ま ず、 ＩＡＳＲ
’ｓ の 環 境 コ ス ト の 認 識 で は、 資 産

と して３つの要件を満た した場 合と し、 その要件

を 満た さなけ れば費用処 理とする。 ３要 件とは、

①企業 が保有する資産能力の向上、 安 全と効率性

の改善、 ②将来起こり得る環境汚染の削 減ない し

防止、 ③環 境保全 のためで ある。

ま た、 ＦＡＳＢ の ＥＩＴＦｇＯ－８ 号 で も、 同 様 に 次 の

要件 を挙 げている。 ①固 定資産の 耐用年 数延長、

生産能力増加、 安全性効率性向上、 ②現在ま では

生 じない、 将来の操業や事業活動で生 じる 環境汚

染の緩和、 防止、 ③売却を予定 している資産 を売

却するのに行 われるコス トである。 このいず れか

が認めら れれば、 環境保全の浄化装置支出 は資産

と して処理可 能とされる。 だが、 この条件を満た

さなければ当会計期問へ一括費用処理されてしま

うこ とになり、 適正 な期間損益計算を侵 害するこ

と に な る。

し か し、 ＣＩＣＡ の 環 境 コ ス ト の 認 識 は、 こ れ ら

と若干異 なり２つのア プローチがある。 １つ は将

来 便 益 増 加 ア プ ロ ー チ （Ｉｎｃｒｅａｓｅｄ－Ｆｕｔｕｒｅ－ Ｂｅｎｅ趾ｓ

Ａｐｐｒｏａｃｈ，ＩＦＢ
） で あ り、 も う １ つ は 将 来 便 益 追

加 コ ス ト ア プ ロ ー チ （Ａｄｄｉｔｉｏｎａ１ Ｃｏｓｔ－ｏ 岬 ｕｔｕｒｅ－

Ｂｅｎｅｆｉｔｓ Ａｐｐｒｏａｃｈ，
Ａ Ｃ ＯＦＢ） で あ る ５）

。 ＩＦＢ
は
、

環境 コス トが将来 の経済的便益をもた らすならば

資産 として認識 して構 わないが、 そうで なければ

費用 処理 される 立場 である。 だがこ の考え では、

先 のＩＳＡＲ’ｓ や ＥＩＴＦｇＯ－８ 号 の 資 産 認 識 と ほ ぼ 同 じ

で あ る。 そ こ で 更 に、 ＡＣＯＦＢ で は 環 境 コ ス ト が

将来の 経済的便益を増加 すれば資産だが、 必ず し

もという 訳ではないと している。 大型の浄化装置

を設置 しなければ原状回復 ができず、 生産活動自

体不可となる よう な状況で ある なら、 それは資産

と して 処理 できる と した のである。

この ＡＣＯＦＢを 認めるに は、 財務 諸表上の 開示

項 目に通常の 資産とは異なる名称、 例えば 「環境

関連資産」 な どといった勘定科 目を用 い、 他の資

産との区分表示 を明瞭にする必要 があろう。 そ し

て 「注記」 に は、 その経緯を詳解する 責任 を負 わ

せ るべき である。

次に環境負債 について、 その認識と会 計処理を

ま と め て お く。 こ こ で も、 国 際 的 指 針 と し て ＵＮＣ－

ＴＡＤ 報 告 の ＩＳＡＲ’ｓと 米 国 公 認 会 計 士 協 会 （ＡＩＣ－

ＰＡ）“Ｐ７０ρｏｓｅａ ∫ＣｏＣｅｍｅ〃 げ 戸ｏ∫〃ｏ〃 ９σユ Ｅ〃 かｏηｍｅ〃〃

Ｒｅ〃ｌｅ 伽 〃ｏ〃 〃α 〃 〃ｅｓ，
” ＳＯＰ９６－１ を 取 り 上 げ る

・、
。

ま ず、 ＩＳＡ Ｒ
’ｓ で は 環 境 負 債 の 分 類、 要 件 開 示 方

法を以下 のよう に定め ている。 環境負債は発生 義

務の範囲 から法定債務、 推 定債務、 公平債務に 分

類さ れる。 また要 件は 通常の引 当金 設定と 同様、

発生の可 能性 が高く金額 を合理的に見積もること

＿ １ ７ ＿
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が可能な場 合とし、 その開示は負 債性引当 金勘定

と して いる。 偶発債務では、 発
生の可能性 が不確

実 又は金 額の合 理的見積も りが不 可能な 場合 で、

開示 は 「注記」 をもって行 われる。

ＳＯＰ９６．１ は、 環 境 修 復 負 債 と し て の 認 識、
測

定、 開示の包括的会 計
ガイ ドライ ンである。 認識

時点につ いて は次の２つ が挙 げられる。 ①訴 訟、

補 償請求、 査定によっ て過去の事 実が原因で
企業

が環境浄化活動に参加する責任があると宣告され

た場合、 又 はそ の可能性が高く
なっ た時点。 ② 訴

訟、 補償請 求、
査定が企業にとっ て好ま しく ない

結果をもた らす可能性が高くなった時点、 す なわ

ち過去 の事象が原因で環境修復プロセスに 参加 す

る 責任 を有 する 可 能性 が高く なっ た時 点 であ る

７）。 こ の 環 境 修 復 負 債 は、 次 のｌＶ．の
「イ ト ー ヨ ー

カ堂」 有価証券報告書の事例で詳細に扱ってい

る
。

わが 国の一 般廃棄物 焼却施設の周 辺にお いて、

高濃度の ダイオキ シン類 による土壌汚染 が判明 し

たことが環境省 によ り報告さ れて いる。 こう した

環境負債の 認識は国の法改正を待つま でもなく即

座 に企業は 財務上の 対応策を 考えるべき であ る。

特に、 建 設業や不 動産業界
は現在デフレ不況下 で

莫大な 過剰 債務を抱えているが、 次にくる債務 は

こう した土壌汚染の環境負 債を抱え込むこと にな

ると予想 される。 地域住民な どへの
影響も考慮 す

れば無視 できない 大きな社会 問題である。

この㎜．で は、 環
境 コス トと 環境負 債の 認識 な

どにつ いて検討 してきたが、 具体的な財務報 告書

で はどのよう に環境関連の会計情報が開示さ れて

いる のか、 わが国の製造業数社と米国
会計基 準を

採用 している 「イ トーヨーカ堂」 の有価証 券報告

書 を、 次 の１Ｖ．で 見 る こ
と と す る。

１Ｖ． 有価 証券報 告書に
見る環 境会 計情

報の実証例

ここでは、 実際の有価 証券報告書に
お ける環境

会 計情 報 が どのよう に開 示さ れ てい るか を紹 介

し、 そこからわが国の有 価証券報告
書での一般的

開示パ ター ンを示 唆 し、 今 後の 改善 点を 提起 す

る。 図 表 ２．と 図 表 ３．は、 環
境 会 計 の 情 報 を 損 益

計算書 と貸借対 照表 に開示 して いる事例 である。

ここで取り上 げた事例 は製造業 を中心に、 過去に

公害間 題を抱え た企業 な ども含め てある８）。

さて、 両図 表から次のような
一般的開示パター

ンが 認め られる。 ① 図表２．の 損益計 算書で は営

業外費用また は特 別損失で処 理しているが、 具体

的勘定科目は廃棄物処理料や環境対策費用など企

業によって異 なっ ている。 できれ ば財務諸表
上は

統一 した勘 定科目に し、 具 体的内容は 「注記」 に

する 方がよ い だろう。 ② 図表 ３．の 貸借対照 表で

は負債性引 当金の処理が行 われているが、 こち ら

の勘 定科 目はほとん どが 「金属 鉱業等鉱害 防止引

当 金」 を使用 しているケース が多い。 こ れは 「公

害防止措置法」 な ど法 的な背景 があるためと推測

できる。 ③資本の部に は、 王子製 紙㈱や新 日本製

鐵㈱な どが任意積立 金として計上 している が、 全

体からみれ ばまだ稀な 開示である。 ④ 「注記」 で

は、 記述内容が少なく 読者に は不 充分ではない
だ

ろうか。 ⑤全体と して 「環境」 と いう 勘定項目
を

あまり使用 しないた め環境保 全に対する企業の姿

勢が消極的に しか読み取れな いことな どが指摘で

き る。

こう した 開示 とは対照的 に小売業大手 「イ トー

ヨーカ堂」 の有価 証券報告 書での開示は、 わが国

における環境会 計の情報開示 と しては卓越 してい

るといえよう。 以下、 その 開示内容について概略

する。 同社 は、 米国会計基 準を採用 している
こと

から日 本の会計基準で は把握さ れ難い環境会 計情

報を詳細 に読 み取る こと が できる。 先 の皿．で み

た環境 修復負 債 が開示 されて いる 好例でもあ る’。

同社の環境関連の 支出に関する 情報は、 コンビ
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図 表 ２． 環境会計の情報を損益計算書で開示するケース

証 券 会 社 名
コード 会 計 年 度

損 益 計 算 書 上 の 会 計 処 理 前会計年度 当会計年度

吉原製油㈱ 連結損益計算書 営業外費用 廃棄物処理料 ５７，５８５千円 ７７，３９１千円

２６０４ Ｈ１２．４．１～Ｈ１３３．３１． 個 別 損 益 計 算 書 営 業 外 費 用 廃 棄 物 処 理 料 ５７，５８５ 千 円 ７７，３９１ 千 円

注記：無

昭和電工㈱
連結損益計算書 特別損失 有機水銀中毒補償金 ７５０百万円

４００４ 個別損益計算書 特別損失 有機水銀中毒補償金 ７５０百万円

一

・
Ｈ１２．１．１～Ｈ１２ １２．３１．

注 記 ： 無

ラサエ業㈱
連結損益計算書 特別損失 休止鉱山鉱害対策費用 １４０百万円 １４１百万円

４０２２
Ｈ１２．４．１～Ｈ１３３．３１．

個 別 損 益 計 算 書 特 別 損 失 休 止 鉱 山 鉱 害 対 策 費 用 １４０ 百 万 円 １４１百 万 円

注記：無

連 結 損 益 計 算 書 特 別 損 失 環 境 整 備 対 策 費 ２２４
，
９９３千 円 ３９５，８３６

千 円

４０９２
日 本 化 学 工 業 ㈱ 個 別 損 益 計 算 書 特 別 損 失 環 境 整 備 対 策 費 ７０，１８５千 円 ７１，９６６千 円

Ｈ１２．４．１～Ｈ１３３．３１． 注 記 ： 環 境 整 備 費 ： ク ロ ム 鉱 さ い 埋 立 地 に お け る 鉱 さ い

及び汚染土壌の恒久的無害化処理工事等に要 した費用。

クミアイ化学工業 連結損益計算書 営業外費用 棚卸資産廃棄損 ・ １０９百万円

４９９６ ㈱ 個別損益計算書 営業外費用 棚卸資産廃棄損 １７６百万円 １０９百万円

Ｈ１１．
１１
．
１～１２．
１０
．
３１
．
注 記 ： 無

第 一 セメ ン ト㈱
連 結 損 益 計 算 書 営 業 外 費 用 公 害 費 用 配 賦 金 ３３，２３５ 千 円 ２８

，
６２２千円

５２３４
Ｈ１２．４．１～Ｈ１３３．３１．

個 別 損 益 計 算 書 営 業 外 費 用 公 害 費 用 配 賦 金 ２４，８２５ 千 円 １，０２７，３０２千円

注記：無

三井金属鉱業㈱
連結損益計算書 特別損失 賠償金及 び補償金 １，０６９

百万円 １，Ｏ０５
百万円

５７０６
Ｈ１２．４．１～Ｈ１３３．３１．

個 別 損 益 計 算 書 特 別 損 失 賠 償 金 及 び補 償 金 １，０６９百 万 円 ９４７百 万 円

注記：無

東邦亜鉛㈱
連結損益計算書 営業外費用 環境対策費用 １５４百万円 １５４百万円

５７０７
Ｈ１２．４．１～Ｈ１３３．３１．

個 別 損 益 計 算 書 営 業 外 費 用 環 境 対 策 費 用 １５４ 百 万 円 １５４百 万 円

注記：無

個 別 損 益 計 算 書 営 業 外 費 用 鉱 山 残 務 整 理 費 用 １，０６１
百 万 円 １，０７８

百 万 円

５７１１
三 菱 マ テ リ ア ル ㈱ 特 別 損 失 そ の 他 ２，１９３百 万 円 ２，７６５百 万 円

Ｈ１２．４．１～Ｈ１３３．３１． 注 記 ： 平 成 １２年 度 特 別 損 失 そ の
他 に は 環 境 対 策 費 用 ８４６

百 万 円 を 含 む。
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図表３． 環境会計の情報を貸借対照表で開示するケース

証 券 会 社 名
コー ド 事 業 年 度

貸 借 対 照 表 上 の 会 計 処 理 前会計年度 当会計年度

５３５２
黒 崎 播 磨 ㈱ 連 結 貸 借 対 照 表 固 定 負 債 鉱 害 補 償 引 当 金 ２９，１６９千 円 １５，８４６ 千 円

Ｈ１２ ４
．
１～Ｈ１３ ３．

３１
．
注 記 ： 無

三井金属鉱業㈱
連結貸借対照表 固定負債 金属鉱業等鉱害防止引当金 １，

２８６百万円 １，４９６百万円

５７０６
Ｈ１２４．１～Ｈ１３３．３１．

個 別 貸 借 対 照 表 固 定 負 債 金 属 鉱 業 等 鉱 害 防 止 引 当 金 １５９百 万 円 １６３百万 円

注記：無

東邦亜鉛㈱
連結貸借対照表 固定負債 金属鉱業等鉱害防止引当金 ４３百万円 ４６百万円

５７０７
Ｈ１２４．１～Ｈ１３３．３１．

個 別 貸 借 対 照 表 固 定 負 債 金 属 鉱 業 等 鉱 害 防 止 引 当 金 ４３ 百 万 円 ４６ 百 万 円

注記：無

５７１１
三 菱 マ テ リ ア ル ㈱ 連 結 貸 借 対 照 表 固 定 負 債 廃 棄 物 処 理 費 用 １，６０４百 万 円 １，８３４

百万 円

Ｈ１２ ４．１～Ｈ１３
３
．
３１
．
注 記 ： 無

連結貸借対照表 固定負債 金属鉱業等鉱害防止引当金 ２９３百万円 ３００百万円

同和鉱業㈱
個別貸借対照表 固定負債 金属鉱業等鉱害防止引当金 １百万円 １百万円

５７１４
Ｈ１２４．１＿Ｈ１３３．３１．

注 記 ： 特 定 施 設 の 使 用 終 了 後 の 鉱 害 防 止 事 業 に 備 え る た

め金属鉱業等鉱害対策特別措置法の規定による積立金相

当 額 を 計 上。

古河機械金属㈱
連結貸借対照表 固定負債 金属鉱業等鉱害防止引当金 １４３百万円 ８１百万円

５７１５
Ｈ１２４．１＿Ｈ１３３．３１．

個 別 貸 借 対 照 表 固 定 負 債 金 属 鉱 業 等 鉱 害 防 止 引 当 金 １４３ 百 万 円 ８１百 万 円

注記：無

個別貸借対照表 資本の部 その他の剰余金 １３５百万円 １０９百万円

王子製紙㈱ 任意積立金 計画造林準備金 ２６１百万円 ８５百万円
３８６１

Ｈ１２ ４．
１～Ｈ１３ ３．

３１
．

再 生 資 源 利 用 促 進 準 備 金

注記：無

個別貸借対照表 資本の部 その他の剰余金 １，０４３百万円 一

５４０１
新日本製鐵㈱

Ｈ１２４．１～Ｈ１３３．３１．

任 意 積 立 金 再 生 資 源 利 用 促 進 準 備 金

注記：無

ニ エ ン ス ス ト ア 事 業 の 持 株 会 社 ＩＹＧ ＨＯＬＤＩＮ Ｇ

ＣＯＭＰＡＮＹ （米 国 デラウ ェア州） と そ の傘 下、

７－Ｅ１ｅｖｅｎ，
Ｉｎｃ （米 国 テ キ サ ス 州） の 事 業 に つ い

てで ある９）。 当社の財務 諸表上には 具体的な環
境

会計の勘 定科 目は開示されていないが、 連結 財務

諸 表に対する 「注記」 と して、（１）主要な会 計方針

（環境関連費用）、（２）その他の契約債務
およ び偶発

債務 （環境関連費用） として次のような開示を行

つ て い る。

（１）主要な会計方針 （環境関連費用）

主な会計方針 の 「注記」 には、 ①費用 処理、 ②

資産処理、 ③負 債処理、 そ して④修 復に発
生する

費用が記述さ れ、 さらにその具体的 処理が、（２）そ

の他 の 契約 債務 およ び偶 発債 務 に説 明さ れ てい

る。 まず① では、 営業活動の結果生 じた原状維持

に係わる費用 で、 将来にわたって 便益を受けるこ

とが期待 できない環境関連費用 は支出時の費用と

して処 理する。 ②は、 環境に関 連する資産の残存

耐用年 数を延長 し、 将来の環境 汚染を防 ぐための

支出 は資産計上処理する。 実際には、 クリー ンア

＿ ２０ ＿
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ッ プ費用 の和解契約 締結で行 われて いる。 ③は、

環境関連の債務で発生の可能性が高くかつ金額を

合 理的に見 積もるこ とができる と判 断 した 場合、

施設毎に債務額の見積もり計上を行うが、 現在価

値 へ の 割 引 は し な い。 こ れ は、 連 緒 子 会 社 ７－

Ｅ１ｅｖｅｎ，Ｉｎｃ．の 汚 染 施 設 復 旧 の 処 理 で 行 わ れ て い

る。 そ し て、 ④ は、 米 国 の ガ ソ リ ン 関 連 施 設 修 復

に発生する環境関連費用についてその 会計方針が

列 挙されている。 まず、 州政府の信 託財 産およ び

補 償制度に該当するものは補償金を受 領できるこ

と。 また、 当該制度に係わる見積もり可 能な補償

金につ いては受取債権を認識すること。 施設 の修

復 が完了 している受取債権は現在 価値に割引 いて

いること。 そして、 州 政府 以外の団体か らの補 償

金で見積もり可能なものは受取債権として認識す

る な ど で あ る １Ｏ）
。

（２）その他の契約債務および偶発債務（環境関連費用）

主要な会計方針で注記された内容の具体的会計

処 理がここ に開示 されて いる。

① 連 結 子 会 社 ７－Ｅｌｅｖｅｎ，
１ｎｃ．の 汚 染 施 設 復 旧 に 関

する処理

昭 和 ６３ 年 １２ 月
、
７－Ｅ１ｅｖｅｎ

，
Ｉｎｃ．
は
、
ニ ュ ー ジ ャ

ー ジー州 の 化学 製品 製 造会 社を 閉鎖 した。 その

際、 同州環境局 から汚染 した当 該施設の復旧を要

求さ れた。 そ の後、 平成１１年よ り１５年計 画で地

下水の監視及び浄化処理を要求された。 会計処理

は、 残存するクリー ンアップ費用の見積 もり額を

現在 価値へ 割引 せず に各年度 の金額 は、 「繰延負

債及 びその他の負 債」 へ、 残 額を 「その他の流動

負 債」 へ 計 上 し て い る’’）。 図 表 ４． 参 照。

図 表 ４． 違 結 子 会 社 ７－Ｅｌｅｖｅｎ，ｌｎｃ．の 汚 染 施 設 復 旧 に 関 す る 処 理

連 緒 貸 借 対 照 表 Ｈ．
１１
．
１２
．
３１ Ｈ．１２．１２．３１

Ｉ流動負 債

６． その他 の流動負債 ２９７百 万円 ２６４百万 円

Ｉ 固定負 債

４． 繰延負債 及 びその他 の負 債 ４４９百 万円 ４５９百万 円

小 計 ７４６百万 円 ７２３百万 円

（出 所： 財 務 省 印刷 局 『有 価 証券 報 告 書 総 覧 ㈱ イ トー ヨ ー カ 堂』 平成１３年 ６月 ２５日、 ３６頁、 ５６頁 よ り 作 成。）

② クリーンアップ費用の和解契約締結に関 する処 者 がクリ ーンアッ プ費用 のほとん どを 支払う こと

理 で合 意した。 会計処 理は、 各年度の受取 額を 「そ

平 成 ４ 年 ２ 月、 連 緒 子 会 社 ７－Ｅ１ｅｖｅｎ，Ｉｎｃ．
と 施 の 他 の 資 産」 へ、 残 額 を 「受 取 債 権」 へ 計 上 し て

設 の 前 所 有 者 問 で 最 終 和 解 契 約 を 締 結 し、 前 所 有 い る ’２）。 図 表 ５． 参 照。

図表５． クリーンアップ費用の和解契約締結に関する処理

連 結 貸 借 対 照 表 Ｈ
．
１１
．
１２
．
３１ Ｈ

．
１２
．
１２
．
３１

Ｉ流 動資産

３． 受取 債権 １７７百万円 １６１百 万円

ＩＶそ の他の資 産

４． その 他 ２５９百万円 ２７５百 万円

小計 ４３６百万円 ４３６百 万円

（出 所 ： 財 務省 印 刷 局 『有 価 証 券 報 告書 総 覧 ㈱ イ ト ー ヨ ー カ 堂』 平 成 １３ 年 ６ 月 ２５ 日、 ３５ 頁、 ５６ 頁 よ り 作 成。）

＿ ２１ ＿
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③州政府による規制物質放出に関する処理

連 結 子 会 社 ７－Ｅ１ｅｖｅｎ，
Ｉｎｃ．
は
、
州 政 府 に よ っ て

規制 されている放出物質 に対し、 現在営業中 又は

閉店済みのガソリ ンス トア 敷地の復旧に関 し、 予

測される将来費用と州政府から支払われる補償金

の見積もりを計上 した。 これらの見
積もり は、 ガ

ソリ ンストアの敷地 に関する過去の経緯や 使用 年

数、 設置地域、 環境評価、 復旧請
負 業者の経験な

どを考慮 した上での数値である。 当社は、 復旧費

のほとん どが４ 年～５年以内 に発生すると予測 し

ている。 会 計処理は、 各年度の見 積額は 「繰延負

債及 びその他 の負 債」 へ、 残額を 「その他の流動

負 債」 へ 計 上 し て い る ’３）。 図 表 ６． 参 照。

図表６． 州政府による規制物質放出に関する処
理

連 結 貸 借 対 照 表 Ｈ．１１．１
２
．３
１ Ｈ

．
１２
．
１２
．
３１

Ｉ 流 動 負 債

６． そ の 他 の 流 動 負 債 １，７５３ 百 万 円
１
，
９０５ 百 万 円

ｎ固定負 債

４． 繰延負 債及
びその他の負 債 １

，
６７２百万 円 １，２２８

百万円

小 計 ３
，
４２５ 百 万 円 ３，１３３ 百 万 円

（出 所 ： 財 務省 印 刷 局 『有 価 証 券報 告 書 総 覧 ㈱ イ トー ヨ ーカ 堂』 平 成１３年 ６月２５日、 ３６頁、 ５６頁よ り 作 成。）

④州政府補償金制度による復旧補償金受け取りに

関する処理

連 結 子 会 社 ７－Ｅ１ｅｖｅｎ，
Ｉｎｃ．
は
、
州 政 府 補 償 金 制

度のもと、 過去に支払った復旧費の 一部及び将来

の復旧費 の一部について補償 金を受領できる権 利

がある。 会計処理は、 各年 度の 受取額を 「そ の他

の資産」 へ、 残額を 「受取債権」 へ計上 して いる

’４〕
。 図 表 ７．

参 照 。

図表７． 州政府補償盆制度による復旧補償
金受け取りに関する処理

連 結 貸 借 対 照 表 Ｈ．
１１
．
１２
．
３１ Ｈ

．
１２
．
１２
．
３１

Ｉ 流動資産

３． 受 取債権
１
，
０４９百万円 ８３８百万 円

１Ｖ そ の 他 の 資 産

４． そ の 他 ４，３５４
百 万 円 ４，９３４ 百 万 円

小 計 ５，４０３
百 万 円 ５，７７２ 百 万 円

（出所 ： 財 務 省 印刷 局 『有 価 証 券 報 告書 総 覧 ㈱ イ ト ー ヨ ー カ 堂』 平 成 １３ 年 ６ 月 ２５ 日、 ３６ 頁、 ５６ 頁 よ り 作 成。）

この他、 カリフォ ルニア州 政府補償金制度が法

改正によって拡大延長さ れたこ とによる純受取債

権が平成１２年１２月３１日 現在で約１，４３４
百万 円増

加したこと。 また補償 金の見積 もりについて
は当

社 が各州 の財 源状 況、 収益 源泉、 補償 金請 求残

高、 復旧活動状況及 び支払い
要求の審査方法な ど

を 考 慮 し て い る こ と が 開 示 さ れ て い る１５１。

このｌＶ．で は、 わ が国の 有価 証券 報告 書にお け

る 開示例を検討 した。 こ れらから今後の 改善点を

提起 しておく。 第１に 「有価 証券報告 書」 の目次

欄 に は環 境関 連に 関す る項 目 を新 設 すべ き であ

る。 これは読者が大部の 報告書か ら環境 に関する

情報を容易に検索できる 方法であり、 これによっ

て企業 の環境 問題への 対応 が一瞥 できる。 ま た、

＿ ２２ ＿
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従来からの公害問題の会計処理とは明瞭に区分表

示すことが必要である。 第２に 「注記」 での説明

を具 体的詳細 にす るこ と。 図 表２．の昭和 電工 ㈱

では特別損失として有機水銀中毒補償金を計上し

ているが、 これが どんな理由からか一部 読者には

不明か も しれない。 周 知の ごとくこ れは、 「新 潟

水俣病問題」 の解決金 である が、 過去を知 らない

者に対しては 「注記」 で、 その経緯を説明するく

らいの責任は果たすべき である。 三井金属鉱業 ㈱

のイ タイイ タイ 病、 日本化 学工業㈱の六価クロム

汚染 問題等も同様である。 第３に企業の環境 に対

す るネ ガティ ブ情 報は可 能な 限り開示 する こと。

イ トー ヨーカ堂の開示内容 は、 米国会計基準を採

用 して いる ためこう した環境修復負 債といったネ

ガティ ブな情報であっても開示 し、 過去の経緯に

まで遡って 読者への理解を求めている。 こう した

開示 システム をわが国の企業会計に も早急に確立

する ことが 喫緊の課 題である。

Ｖ
． お わ り に

有価 証券報告書における環境会計の情 報開示に

ついて検証 した。 本稿 のまとめと今後の 問題点を

指摘 しておく。 伝 統的財務会計の領域にお ける 環

境会計の情報開示 は、 資産・負 債ア プローチ をも

とに開示さ れており、 その基本概念である 環境コ

ス ト や 環 境 負 債 は、 ＵＮＣＴＡＤ 等 で モ デ ル と し て

公開されている。 実証 的には、 わが国の製 造業数

社 と 米国 会計 基準 に基 づ いたイ トーヨ ーカ 堂 の

『有価証券報告書総覧』 から開示例を挙げること

ができた。 同社は、 環境 関連支出について汚染施

設復旧費やクリーンアッ プ費用 の和 解による受取

債権 等を環境負 債や環境資産と して処理 し、 年 度

ごと の金額を連結貸借対照 表に注記によって詳細

に 説明 していること が分 かった。

ただ、 当社は環境・社会活 動報告の一環と して

「サステ ナビリ ティ 報 告書」 をイ ンタ ーネッ ト上

で 開 示 し て い る’６，。 実 は、 こ の 報 告 書 に も 環 境 会

計という項目 があり、 そこにおいて 「持続的な取

り組みに役立つ 「環境会計」」 の情報を開示して

いる。 例え ば、 建物 の環境配慮 （生 ごみ保管室の

臭気対策、 騒音対策等） や省エネ設備 （基本照明

の安定期取り替え等） である。 こ れらは当社 が明

確に環境負 荷削減の取り 組みと して費用対 効果を

把握できる項目で集 計開示 している。 もちろ んこ

う した情 報 は、 非 貨 幣的情 報 （物 量基 準） で あ

る。 問題は、 こう した環境 情報とここで検 証して

きた 「有価証券報告書総覧』 の環境関連情報と

を、 どのよう に考え ればよ いのか、 我々読者へ の

示 唆はほと ん ど確 認でき ない。

今後の課題は、 この点につ いてである。 すな わ

ち財務報告書上の環境会計情報と環境報告書との

関係 はどう あるべきなのかである。 筆者は、 当社

への提言と してこのネッ ト上の 「サス テナ ビリテ

ィ報告書」 のホ ームページにも 「有価証券報告書

総覧』 に環境 関連の支出情報が開示 されている 旨

を掲載すべき ではないかと考える。 最 近では貨幣

数値の環境会計情報と物量的環境情報の統合的研

究も精力的 に行われている’７、。 財務報告書 と環境

報告 書と の 関係 につ いて は、 例 え ば、 環 境会 計

は、 １つの情報 開示 媒体のみで完結する ものでは

なく、 こ れらすべて の媒体において 適切 な情報が

開示されること で、 環境 会計全体の有用性 が高ま

る と い う 見 方 も あ る’＆、。 ま た、 企 業 が 独 自 の 価 値

観で作成 して いる環境 報告書 を更に 充実さ せて、

物 理的情報はもちろん貨 幣情報もその中に 開示 す

べきであるという 見解もある’９ｊ。 現在のわ が国に

お ける環境会計の進捗状 況を考慮すれ ば、 前者 が

現実的視点であり、 将来的に は後者の立場へ変遷

していくも のと推 測でき る。

＿ ２３ ＿
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